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第４章 地中蓄熱による対策技術 

 

4.1  目的 

4.1.1  検討の目的と概要 

 地中熱利用システムは、政府のエネルギー基本計画（平成 26年 4月）では「再生可能エ

ネルギー熱等」の１つとして位置付けられており、民生部門の年間エネルギー消費量削減

及びヒートアイランド抑制に資する技術として期待されている。また、地盤より年間をと

おして安定した温度の熱をとることができるため、真夏・真冬時の空調効率を高めること

ができ、電力ピーク対策としても有効である。 

 地中熱利用システムの実動特性やエネルギー効率については主として大学等において研

究ベースで様々な検討が行われており、例えば東京大学・大岡らの「場所打ち杭を用いた

地中熱利用空調システムの普及・実用化に関する研究」1)、北海道大学・長野らの「現場

打ち基礎杭を利用した地中熱ヒートポンプシステムに関する研究 浅層採熱管の導入可能

性について」2)が具体的な成果の例として挙げられる。また、これらの研究成果は実務の

世界にも反映されつつあり、例えば、国土交通省大臣官房官庁営繕部は平成 25年 10月に 

「官庁施設における地中熱利用システム導入ガイドライン（案）」（http://www.mlit.go.jp/ 

common/001016159.pdf）を公表、特定非営利活動法人地中熱利用促進協会は「地中熱ヒー

トポンプシステム施工管理マニュアル」を作成するなど、普及のための準備が整いつつあ

る。図４－１に地中熱ヒートポンプの特徴を示す。 

 

図４－１ 地中熱ヒートポンプの特徴 

 

 一方で、地中熱利用システムについては、現在の省エネルギー基準の評価ロジックでは

評価することができない。地中熱利用システムだけに限らないが、ある技術を省エネ基準

で評価するためには、評価の確からしさを客観的に担保するための根拠が必要になる。地
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中熱利用システムについては、実態としての性能（システムとしての実動効率（熱交換に

はポンプ動力が必要））や地盤温度への影響（経年変化や季節間蓄熱効果など）について未

だ不明瞭な点がある。今後、地中熱利用システムが普及するためには、これらを明らかに

するとともに、エネルギー消費性能評価手法を開発し、この手法の確からしさを検証する

ことが必要である。 

 そこで、本章では、地中熱利用システムの中でも地中熱ヒートポンプに対象を絞り、次

のステップで研究を行い、性能の実態を明らかにする。 

 

① 観測： 地中熱ヒートポンプの性能実証実験 

地中熱ヒートポンプと空冷ヒートポンプを設置して、実動特性を計測し、それぞ

れの運転特性を明らかにする。また、地盤採熱量や地中内の温度分布を分析する。 

② 計算： 地中熱の蓄採熱に関する数値解析 

地中の温度・水分の三次元分布、地中熱ヒートポンプによる蓄採熱量を計算する

プログラム（以下、「地中熱ポテンシャル計算プログラム」とする。）を開発する。

また、観測データを入力して、推定精度を検証する。 

なお、地中熱の蓄採熱量を推定するプログラムとして、「GroundClub（グランドク

ラブ、地中熱源ヒートポンプシステム性能予測プログラム）」が市販されている。

しかし、このプログラムは設計者が容易に使えるよう簡易化されたツールであり、

地盤の熱特性（熱伝導率、密度、比熱）を深さ毎に詳細に入力することができず、

解析対象エリア全体の平均値しか入力できない。また、地下水流の影響を考慮し

て熱交換量を算出することができない。これらの要素が蓄採熱量に与える影響は

小さくないため、本研究では、これらの影響を踏まえて解くことができる新たな

プログラムを開発した。 

③ 評価： システムシミュレーションによるケーススタディ 

地中熱ポテンシャル計算プログラムと建築物・設備システムのエネルギー消費量

計算プログラムを連成させたシステムシミュレーション（以下、「システムシミュ

レーション」とする。）を開発し、実建築物に地中熱ヒートポンプを採用した場合

のエネルギー消費量削減効果を推定する。設計の方法により、ピーク電力削減効

果にどの程度の差が生じるかを定量的に明らかにする。 

 

 これらの検討の結果、実証実験の結果を踏まえた信頼性の高いシステムシミュレーショ

ンを整備することができ、地盤の性状（土質、地下水位等）と蓄採熱量の関係、地中熱ヒ

ートポンプ導入効果等についての検討が容易に行えるようになる。 
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4.1.2  地中熱利用システムの全体像と本検討で対象とするシステム 

 図４－２に地中熱利用システムを分類した表を示す。本章では、間接方式のヒートポン

プシステムを対象とし、その中でも普及が進んでおり採用事例の多いクローズループの垂

直埋設型（ボアホール、シングルＵチューブもしくはダブルＵチューブ）に対象を限定す

る。 

 

 

図４－２ 地中熱利用システムの分類 
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4.2  地中熱ヒートポンプの性能実証実験 

4.2.1  実証実験の目的 

 地中熱ヒートポンプのエネルギー消費性能の実態を明らかにするために実証実験を行う。

ここでは、特に他のシステムとの比較を通して性能実態を明らかにすることを目的とし、

地中熱ヒートポンプと空気熱利用ヒートポンプ（空冷ヒートポンプ）を併設して、同時に

様々な負荷をかけた場合の供給除去熱量、効率、運転特性の差を観察する。これらの結果

より、地中熱ヒートポンプの省エネルギー効果、電力ピーク対策効果を明らかにする。さ

らに、地中熱交換杭の蓄採熱量および地中内の温度分布について整理する。 

 

4.2.2  実験施設の概要 

 本研究では、国立研究開発法人建築研究所の設備実験棟 1階屋上に設置した 2棟のユニ

ットハウス（東棟、西棟）を利用して実証実験を実施した。実証実験のユニットハウスは、

幅 3.04m、奥行 3.04m、高さ 2.44m の床面積 9.24m2、南面に幅 1.68m、高さ 0.98m の窓が

ある。東棟（以下、空気熱室）は空冷ヒートポンプパッケージエアコン（直膨式、以下、

ASHP）を、西棟（以下、地中熱室）は地中熱ヒートポンプパッケージエアコン（直膨式、

以下、GSHP）を設置した。表４－１に実験施設の概要を、写真４－１～写真４－７、図４

－３～図４－４に実証実験の状況を示す。 
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表４－１ 実験施設の概要 

ユニットハウスの仕様 

（空気熱室、地中熱室 

 共通仕様） 

形 式：プレハブユニットハウス 

寸 法：幅 3.04m×奥行 3.04m×高さ 2.44m 

床面積： 9.24 m2 

その他：南面ガラス窓 

外壁の仕様 外壁：複合版外壁（U 値 0.77W/㎡・K）、硬質ウレタンフォー

ム＋ロックウール断熱材 30mm 

屋根：折板屋根天井付（U 値 0.92W/㎡・K）、硬質ウレタンフ

ォーム断熱材 20mm 

床 ：合板床（U 値 0.67W/㎡・K）、ビーズ法ポリスチレン断

熱材 45mm 

窓の仕様 南面：フロート板ガラス 3mm シングル(アルミサッシ) 1.68m

×0.98m 

（東棟・空気熱室） 空調設備：空冷ヒートポンプパッケージエアコン 

     （直膨式）（ASHP） 

（西棟・地中熱室） 空調設備：地中熱ヒートポンプパッケージエアコン 

     （直膨式）（GSHP） 

 

（地中熱ヒートポンプパッケージエアコン用地中採熱仕様） 

ボアホールの仕様 掘削口径：φ179mm  掘削深度：50.95m 

掘削方式：特殊振動工法 

掘削概況：ボアホール区間全体を通して掘削循環水の著しい

逸水が断続的に見られ地下水が豊富で地下水流速も早い 

地中埋設管の仕様 仕  様：Uチューブ（ダブル方式） 

     高密度ポリエチレン管（PE100） 

     外径 34.0mm、厚さ 3.5mm、内径 27.0mm 

挿入長さ：50.70m（ボアホール内に挿入） 

     配管埋設後ボアホールを 1号珪砂で充填 
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（全景）        （ボアホールから配管立上部分） 

写真４－１ 実験施設（全体外観） 

 

 

 

（地中熱ヒートポンプ室外機）    （空冷ヒートポンプ室外機） 

写真４－２ 実験施設（ユニットハウス-南面） 

空気式 
地中式 
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写真４－３ 実験施設（地中埋設管設置状況） 

 

写真４－４ 実験施設（窓面（外側-南面）） 

 

写真４－５ 実験施設（窓面（室内側）） 

 

給気口 

排気ファン 

撹拌用ファン 
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図４－３ 測定ポイント（全体平面） 

 

 

 

写真４－６ 測定ポイント（室内状況） 
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（断面図） 

 

 
（室内機） 

 
（室内機には熱処理量を計測するための 

センサー類を設置） 

写真４－７ 測定ポイント（断面・室内状況） 

 

 

図４－４ 測定ポイント（地中熱利用システム）  
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4.2.3  実験計画 

 空気熱利用のヒートポンプと地中熱利用のヒートポンプ空調を比較するため、各室の熱

負荷及びエネルギー消費効率の測定を行った。実験期間は 2014 年 6 月～2015 年 2 月であ

る。実験は、冷房と暖房について分けて行い、表４－２に示すように運転モードや負荷発

生量を切り替えて行った。実験期間中の外気温度の状況を図４－５～図４－６に示す。 

 

表４－２ 実験スケジュール 

 

 

時季
想定
負荷

設定
温度

換気扇
換気量

[m
3
/h]

日射
遮蔽

ヒーター
運転

モード

夏期 低負荷 26℃ 0 有 OFF 連続冷房 6月10日 8月4日 55日間 20℃ ～ 30℃

高負荷 26℃ 360 有 OFF 連続冷房 8月6日 9月25日 49日間 15℃ ～ 35℃

中間期 低負荷 24℃ 0 無 OFF 連続冷房 10月10日 10月27日 17日間 10℃ ～ 25℃

高負荷 24℃ 0 無 1.6 kW 連続冷房 10月29日 11月6日 8日間 5℃ ～ 20℃

中負荷 24℃ 0 無 1.0 kW 連続冷房 11月8日 11月16日 8日間 5℃ ～ 15℃

中間期 低負荷 24℃ 0 有 OFF 連続暖房 11月18日 11月30日 12日間 0℃ ～ 20℃

冬期 低負荷 20℃ 0 有 OFF 連続暖房 12月2日 12月16日 14日間 -5℃ ～ 15℃

中負荷 20℃ 360 有 OFF 連続暖房 12月18日 1月5日 18日間 -5℃ ～ 10℃

中負荷
(間欠)

20℃ 360 有 OFF 間欠暖房 1月7日 1月25日 18日間 -5℃ ～ 10℃

高負荷 26℃ 360 有 OFF 連続暖房 1月27日 2月20日 24日間 -5℃ ～ 10℃

暖
房

実
験

実施期間 外気温

冷
房

実
験
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図４－５ 冷房実験時・暖房実験時の外気温推移 
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図４－６ 冷房実験時・暖房実験時の日射量推移 
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 実験開始前に、地盤の熱特性を調査するためのサーマルレスポンス試験及び冷房時のフ

ァン回転数と吹出風量の関係式の作成を実施した。それぞれの概要を以下に示す。 

 

(1) サーマルレスポンス試験の結果の概要 

 2012 年 3 月 8～14 日にかけてサーマルレスポンス試験を行い、土壌の熱伝導率は 8.17 

W/(m・K)と推定された。地下 3〜14mにおいて、熱伝導率が局所的に大きな値となることが

判った。図４－７にサーマルレスポンス試験の結果を示す。 

 

図４－７ サーマルレスポンス試験の結果 

 

(2) 冷房時のファン回転数と吹出風量の関係式作成の概要 

 チャンバー内と室内(風量測定器が置かれた空間)との間の圧力差が 0となる様にファン

の風量を調整し、圧力補償法により予め室内機ファン回転数と吹出風量の関係式を求めた。

測定は 2014年 10月 7～8日の 2日間行った。測定時間間隔は、差圧は 10秒、回転数は 0.1

秒とした。風量は風量測定器による 10秒間平均値を使用した。 

 図４－８に測定概要を、図４－９にファン回転数と吹出風量の関係を示す。 
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図４－８ 測定概要 

 

 

図４－９ ファン回転数と吹出風量の関係  
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事前実験 

1.圧力補償法により予め室内機ファン回転数と吹出風量の関係式を求める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【要点】 

・現場において、試験室内での測定と同等の精度で風量を把握できる。 

・フラップ位置毎の吹出風量を把握することで、実使用状態での風量を高精度で把握できる。 
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4.2.4  夏期の実験結果 

 夏期の実験による計測結果を図４－１０～図４－１９に示す。得られた知見を以下に示

す。 

 

① 夏期（外気温度が高い条件）においては、空冷ヒートポンプよりも地中熱ヒートポン

プの方が効率（COP＝生成熱量／消費電力）は良い。特に、外気温度が高く処理熱量（負

荷率）が小さい場合に差が大きくなる。「夏期冷房低負荷時」の実験において、外気温

35 度、負荷率 30%の場合、地中熱ヒートポンプの COPは空冷ヒートポンプの 1.5倍と

なった。最大電力が出現する条件（＝外気温が高い）において効率差が大きくなるの

で、地中熱ヒートポンプはピーク電力削減に有効な技術であることが判る。 

② 一方、中間期（外気温度が低い条件）においては、地中熱ヒートポンプよりも空冷ヒ

ートポンプの方が効率は良い。中間期においては、採熱還温度（地盤からの還り冷水

温度）よりも外気温度の方が低くなり、外気と熱交換を行う空冷ヒートポンプの方が

効率は良くなる。 

③ 空冷ヒートポンプと地中熱ヒートポンプでは、潜熱（湿気）の処理量が異なる。夏期

実験においては、空冷ヒートポンプの方が顕熱比（顕熱処理量／全熱処理量）は小さ

い。つまり、潜熱処理量が大きい。室内湿度を絶対湿度で比較すると、やや空冷ヒー

トポンプ室の方が低い傾向が見られる。ただし、これは湿度センサーの計測精度が影

響している可能性もある。 
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図４－１０ 負荷率と外気温度 

 

 

図４－１１ 顕熱比（SHF）と外気温度  
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図４－１２ 消費電力と処理熱量(地中熱) 

 

 

図４－１３ 消費電力と処理熱量(空冷) 
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図４－１４ COPと負荷率 

 

 

図４－１５ COPと負荷率(地中熱) 
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図４－１６ COPと負荷率(空冷) 

 

 

図４－１７ COPと外気・地中熱温度（冷房） 
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図４－１８ 積算消費電力量 

 

 

図４－１９ COPと内外温度差の相関(冷房全ケース) 
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 図４－２０に高負荷時の代表日(8/20)のピークカット効果（(空気熱の消費電力量-地中

熱の消費電力量)／地中熱の消費電力量）を示す。処理熱量自体は空気熱の方が大きいが、

ピーク電力は約 25%の差が見られた。図４－２１に処理熱量と消費電力量の相関図を示す。

空気熱の最も処理熱量の大きいプロットに注目するとピークカット効果は 16％であった。 

 

図４－２０ 消費電力量と処理熱量(15分移動平均値)(冷房) 

 

図４－２１ 消費電力量と処理熱量の相関(15分移動平均値)(冷房) 
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4.2.5  冬期の実験結果 

 冬期の実験による計測結果を図４－２２～図４－２９に示す。得られた知見を以下に示

す。 

 

① 外気温度、負荷率によらず、空冷ヒートポンプよりも地中熱ヒートポンプの方が効率

は良い。特に、外気温度が低く処理熱量が小さい場合に差が大きくなる。「冬期暖房低

負荷連続」時の実験において、外気温-5℃、負荷率 20%の場合、地中熱ヒートポンプ

の COPは空冷ヒートポンプの 1.7倍となった。 

② 今回の実験条件においては、必ず外気温よりも採熱還温度の方が高いため、地中熱ヒ

ートポンプの方が効率は良い結果となった。 

 

 

 

図４－２２ 負荷率と外気温度 
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図４－２３ 採熱還温度と外気温度 

 

 

図４－２４ 消費電力と処理熱量(地中熱) 
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図４－２５ 消費電力と処理熱量(空冷) 

 

 

図４－２６ COPと負荷率 
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図４－２７ COPと負荷率(地中熱) 

 

 

図４－２８ COPと負荷率(空冷) 

0

2

4

6

8

10

12

14

16

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

C
O
P

負荷率(対定格)[%]

中間期暖房低負荷連続 冬期暖房低負荷連続

冬期暖房中負荷連続 冬期暖房中負荷間欠

0

2

4

6

8

10

12

14

16

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

C
O
P

負荷率(対定格)[%]

中間期暖房低負荷連続 冬期暖房低負荷連続

冬期暖房中負荷連続 冬期暖房中負荷間欠



 

4-26 

 

図４－２９ COPと外気・地中熱温度（暖房） 
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 図４－３０に中負荷間欠時の代表日(1/14)のピークカット効果（(空気熱の消費電力量-

地中熱の消費電力量)／地中熱の消費電力量）を示す。処理熱量自体は空気熱の方が大きい

が、ピーク電力はバラツキがあるものの 10〜60％程度の差が見られた。図４－３１に処理

熱量と消費電力量の相関図を示す。空気熱の最も処理熱量の大きいプロットに注目すると

ピークカット効果は 27％であった。 

 

図４－３０ 消費電力量と処理熱量(15分移動平均値)(暖房) 

 

 

図４－３１ 消費電力量と処理熱量の相関(15分移動平均値)(暖房) 
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4.2.6  地盤温度の変化 

 図４－３２に実験期間中の地中温度の変動を示す。地中温度は冷房にやや上昇、暖房に

やや下降傾向になるものの異常な蓄熱効果は見られない。空調停止時には速やかに温度は

回復することを確認した。 

 

 

図４－３２ 地中温度の変動(全期間) 
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4.3  地中熱の蓄採熱に関する数値解析 

4.3.1  地中熱ポテンシャル計算プログラムのアルゴリズム及び入力パラメータ 

 地中温度の挙動は、地中内の熱伝導および地下水流動に伴う熱移動に支配されるほか、

大気境界層を通した顕熱・潜熱形態による地表面熱収支および降水・降雪などによる地表

面水収支にも依存する。年間不易層の深さは 10ｍ程度といわれており、地中熱ヒートポン

プシステムに代表される地中熱利用システムは主として不易層より深い層の地中熱を利用

する。したがって本件プログラムの代表的な解析対象は地表～地下 100ｍ程度になると考

えらる。地下水の流れ場は地表面から不透水層上部までの不圧帯水層と不透水層下部から

下の被圧帯水層に分けて考えることができ、このうち不圧帯水層は、地下水面から下の飽

和地下水、地表付近の不飽和地下水および飽和／不飽和境界付近の毛管水帯に区分できる

固体・液体・気体の三相が混在する複雑な流れ場(多孔質混相流)となる。 

 

(1) 非等温不飽和地下水流れの基礎方程式 

【水分の輸送方程式】 

 水分の輸送方程式は次のように表される。 
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 ここで、 w ：水の密度[kg/m3]、 ：体積含水率[m3/m3]、T ：土壌温度[℃]、 g ：重力

加速度[m/s2]である。また、 TDD , は拡散係数[kg/(m･s)]で、 

   vDDD    、 TvTT DDD    (4.2) 

と定義される。液水フラックス q [kg/(m2･s)]および水蒸気フラックス vq [kg/(m2･s)]はそ

れぞれ次のように表される。 
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それぞれの拡散係数は次のように表される。 
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ここで、K ：不飽和透水係数[kg･s/m3]、 sK ：飽和透水係数[kg･s/m3]、 S ：飽和度[－]、

：水分ポテンシャル[J/kg]、 ：表面張力[N/m]、 vsp ：飽和水蒸気圧[Pa]、 vR ：水蒸

気の気体定数[J/(kg･K)]、 h ：相対湿度[Pa/Pa]、 *D ：多孔媒体中の水蒸気拡散係数 

[kg/(m･s)]、 ：空隙流路の屈曲率[－](=0.66)、：体積含空率[m3/m3]、 aD ：大気中の

水蒸気拡散係数[kg/m/s]、P ：全圧[Pa](=1atm)、 vp ：水蒸気圧[Pa]である。 

 

【熱の輸送方程式】 
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     wwbbss CCnC   1  (4.12) 

ここで、n：空隙率[m3/m3]、 b ：固体の密度[kg/m3]、 bC ：固体の熱容量[J/(kg･K)]、 wC ：

水の熱容量[J/(kg･K)]、 L ：水の蒸発潜熱[J/kg]である。 

 

 

(2) 非等温飽和地下水流れの基礎方程式 

【水分の輸送方程式】 
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ここで、 en ：有効空隙率[m3/m3]、 Lh ：地下水位[m]である。 

【熱の輸送方程式】 
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(3) 熱交換井の基礎方程式 

 １次元の非圧縮性流れ場を仮定するので、管内流速は入口流速 inu [m/s]で一様流れとな

る。温度に関する方程式は次のようになる。 

    c

c

cc
in

c
cc TT

A

h

x

T
u

t

T
C 
















 


2
 (4.16) 

ここで、 c ：循環液の密度[kg/m3]、 cC ：循環液の熱容量[J/(kg･K)]、 cT ：循環液の温度

[℃]、 cA ：管路断面積[m2]である。また、 ch は有効熱伝達係数[W/(m･K)]で、 

   
 

c

inout

ininc

rr

hrh 

log11
  (4.17) 

となる。ここで、 inh ：循環液と管内壁との熱伝達係数[W/(m2･K)]、 c ：管壁の熱伝導係

数[W/(m･K)]、 outin rr , ：管の内径、外径[m]である。 

 

(4) 輸送係数 

飽和透水係数 

【Campbell公式】 

      sc

b

bs mmK 7.39.6exp3.1104
3.13     (4.18) 

ここで、 cs mm , はシルト分、粘土分の含量率[kg/kg]である。 

 

【Hazen公式】 

    TdK es 03.07.0116 2   (4.19) 

ここで、 ed は粒径加積曲線における 10%有効径である。 

【Kozeny公式】 
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 (4.20) 

ここで、n：空隙率、Ms：土粒子の比表面積(＝表面積／体積)である。 

 

【Terzaghi公式】 
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(5) 熱伝導係数 

 混合固相の熱伝導係数は、加重平均、加重調和平均、加重幾何平均にいずれかにより計

算することができる。 

【加重平均】 
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  (4.22) 

 

【加重調和平均】 
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(4.23) 

【加重幾何平均】 
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  (4.24) 

以上で、 im は固体第 i 成分の体積である。 

 固液混相の熱伝導係数は、相加平均、調和平均、相乗平均にいずれかにより計算するこ

とができる。 

 

【相加平均】 

       wsn   1  (4.25) 

【調和平均】 

     
  wsn

n











1

1
 (4.26) 

【相乗平均】 

     
 w

n
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 (4.27) 
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(6) 地表面熱収支式 

 表面熱収支式は次にように表される。 

   0 GEHRRLS SLan  (4.28) 

各項の意味と内容は次のようになる。 

nS ：正味全天日射量 

 正味全天日射量 nS [W/m2]は地表面に吸収される正味の全天日射量で、地表面アルベト

(反射率) を用いて次のように表される。 

     gn SS  1  (4.29) 

ここで、 gS は全天日射量[W/m2]で、直達日射量 dS [W/m2]と天空(散乱)日射量 sS [W/m2]と

の和である。 

   ssddssddg SSSSS   cos  (4.30) 

ただし、 dS ：法線面直達日射量[W/m2]、 ：直達光と表面との成す角[rad.]である。ま

た、 d ：日向率、 s ：天空率である。観測値がない場合などでは、法線面直達日射量 dS

および天空日射量 sS はそれぞれ Bouguer 式および Berlage式で評価されることが多い。 

Bouguer式： 

   
h

d PIS sin1

0  (4.31) 

Berlage式： 
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P
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s
log4.11

1
sin5.0
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0



  (4.32) 

ここで、 0I ：太陽定数[W/m2]、P ：大気透過率、h ：太陽高度[rad.]である。 

 太陽方位ベクトル  zyx S,S,S は次のように表される。 

   







coscoscossinsin

coscossinsincos
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 (4.33) 

ここで、：緯度[rad.]、 ：赤緯[rad.]、 ：時角[rad.]である。したがって、水平な

地表面の場合、 

    coscoscossinsincos  zS  (4.34) 

となる。 
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(7) 数値計算法 

(a) 非等温不飽和地下水流れの計算法 

 簡単のため１次元の場合で説明する。２次元以上の場合も要領は同じである。直角座標

系を用いて有限差分法により離散化する。時間積分は Euler陽解法、拡散項は 2次精度衷

心差分で離散化する。 
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 式(4.35)および式(4.36)に Euler陰解法を適用すると、係数は対称行列となるため ICCG

法により計算することができる。ただし、 T, の２成分が連成するため２×２ブロック小

行列を成分にもつ ICCG法を適用する必要がある。係数行列を成分表示すると次のようにな

る。 
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(b) 非等温飽和地下水流れの計算法 

 有効空隙率は次のように計算される。 
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 (4.39) 

ここで、 kdh は層厚で次のように定義される。 

     2/1,min  kLkk zhzdh  (4.40) 

式(4.13)のｘ方向の体積フラックスは次のように離散化される。 

    
2/1

,1,

.

2/1 
























i

iLiL

kks

wi

L
Ls

w x

hh
dhK

g

x

h
hK

g


 (4.41) 

温度の計算は通常の移流・拡散方程式となるため、Euler 陰解法を適用する場合は前処理

付き BiCGstab法で計算できる。 

 

(c) 熱交換井の計算法 

 式(4.16)の移流項を１次精度風上差分により有限差分法で離散化すると次のようになる。

時間刻みに対する制約を緩和するため Euler陰解法で取り扱う。 
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係数行列を成分表示すると次のようになる。 
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(d) 表面熱収支式の計算法 

 表面熱収支式は、n時刻レベルの固体表面温度
n

GT を未知数とした次のような非線形方程

式になる。 
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式(4.44)は Newton法により解く。 
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 図４－３３に地中熱ポテンシャル計算プログラムの計算フローを示す。プログラムでは

地盤モデルに基づいて実気象条件、熱源機器との採熱水条件から地中熱交換器の水温、熱

量が計算できる。 

 

 

図４－３３ 地中熱ポテンシャル計算プログラムの計算フロー 

 

  

地盤の熱物性気象条件 地中熱交換器

地中熱交換器

（出口水温、熱量）

（温湿度、日射） （等価熱伝導率） （入口水温、流量）

出力

地盤モデル

3次元非定常（直交、円筒座標系）

熱水分同時移動、不飽和・飽和地下水流れを考慮

不飽和：ICCG法、飽和：BiCGstab法

熱交換器：Euler陰解法

TRTによる
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4.3.2  実証実験結果の再現性の確認 

(1) 計算条件 

 地中熱交換井の計算モデルは円筒座標系の計算格子として、図４－３４の通りとし、地

中埋設配管は図４－３５、図４－３６に示す仕様とした。 

 比較は、次の 2ケースについて、地中循環水の出口温度、地中温、冷・暖房電力の挙動

を比較した。 

 

ケース１：往温度を与える計算 

ケース２：空調負荷を与える計算 

 

 

 

円筒座標系の計算格子 

Ｘ方向 45分割（r=0～30.3m） 

Ｚ方向 56分割（z=-150～0m） 

時間刻み：900秒 

地盤：円筒軸対象 2次元熱伝導（45×56） 

熱交換井：1次元移流・熱伝達（250分割） 

 

図４－３４ 円筒座標系の計算格子 

 

 

 

r=30.3m

z=150m

地中熱交換井
（深さ50m）
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図４－３５ 地中埋設配管の計算モデル 

 

有効熱伝達係数 
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管の断面積 Ac の管路が 1m 長さ当たり交換

する熱量を 2πで除した量 

 

管内の熱伝達の関係式（記号略） 

 

 

 

□検討条件 

 管密度 rho_s = 955 

 管比熱 cp_s = 1.89d3 

 管熱伝導率 lmd_s = 0.495 

 ブライン密度 rho_l = 1050.0 

 ブライン比熱 cp_l = 3709.0 

 ブライン熱伝導率 lmd_l = 0.42 

 ブライン粘性係数 vis_l = 5.680d-3 

 熱交換井の設置位置 xy = 0,0 

 熱交換井の深さ depth = 50 

 管の内径 diam = 27d-3 

 管の厚み thick = 3.5d-3 

 分割数 ndiv = 250 

 

 

図４－３６ 地中埋設配管の仕様 
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(2) 往温度を与える計算（ケース 1）の比較 

 地中循環水の出口温度（日平均）の比較を図４－３７に示す。比較期間の RMS値（二乗

平均平方根）は 1.37℃となり、シミュレーション結果の方が温度が低めとなっている。同

期間の地中温度（深さ 1m）の比較を図４－３８に示す。8月～9月（冷房高負荷）、12月～

1 月（暖房高負荷）の期間は概ねシミュレーション結果と実験値は合致しているが、中間

期の軽負荷時期は差違が見られる。地中温度の深さ別 RMS値を表４－３に示す。全データ

の RMS値は 1.5℃であった。 

 

 

図４－３７ 地中循環水出口温度（日平均）の比較（2014年 7月 25日～2014年 8月 3日） 
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地中循環水の環温度の比較（日平均） RMS誤差1.37℃
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図４－３８ 深さ１mの地中温度挙動（2014年 6月 10日～2015年 1月 27日） 

 

表４－３ シミュレーション結果と実験値の RMS比較 

 

 

(3) 空調負荷を与える計算の比較（ケース 2）の比較 

 地中循環水の出口温度の比較を図４－３９に示す。地中循環水の出口温度は空調機の運

転時は低温となり停止後は上昇している。空調（冷暖房）電力の比較を図４－４０～図４

－４１に示す。空調（冷暖房）電力は、シミュレーション結果の方が実験値よりやや小さ

な値となるが、変化傾向は同じであり電力の差も小さい。  

0
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4/21 6/10 7/30 9/18 11/7 12/27 2/15

温
度

［
℃

］

日付

1m（測定） 1m（計算）

項目 RMS[℃]
地温1m 1.474
地温2m 1.450
地温3m 1.272
地温4m 0.936
地温5m 0.994
地温6m 1.143
地温7m 1.277
地温8m 1.297
地温9m 1.395
地温10m 1.402
地温14m 1.553
地温20m 2.127
地温30m 2.010
地温40m 1.765
地温50m 2.142
全データ 1.527
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図４－３９ 地中循環水出口温度の比較（2014年 9月 20日～2014年 10月 2日） 

 

 

図４－４０ 夏期冷房電力の比較（2014年 6月 30日～2014年 7月 30日） 
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図４－４１ 冬期暖房電力の比較（2014年 12月 7日～2014年 12月 14日） 
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4.3.3  既往プログラムとの比較 

 地中熱ポテンシャル計算プログラムと市販の「GroundClub（グランドクラブ、地中熱源

ヒートポンプシステム性能予測プログラム）、ゼネラルヒートポンプ工業(株)」3)を用いて、

同一の計算条件にて得られる計算結果を比較した。図４－４２に地中熱交換井のモデルの

計算条件を示す。なお、地中熱ポテンシャル計算プログラムと異なり、「GroundClub（グラ

ンドクラブ）」では、地盤の熱特性（熱伝導率、密度、比熱）を位置毎に詳細に入力するこ

とができず、解析対象エリア全体の平均値しか入力できない。また、地下水流の影響を考

慮して熱交換量を算出することができない。ここでは、地中熱ポテンシャル計算プログラ

ムにおいても地盤の熱特性は解析対象エリア全体の平均値を入力し、地下水流もないもの

として、計算結果の比較を行った。 

 

年   数    ：７年計算 

地中熱交換井本数 ：９本（75m） 

負   荷    ：熱負荷計算による（地域：岡山） 

検討モデルの設定 

・３次元直交座標系 

・計算領域：80m×80m×200m 

・メッシュ分割：50×50×18 

・時間刻み：900 秒 

 

 

 

（平面格子） 

 

（平面・断面格子） 

図４－４２ 地中熱交換井のモデル 
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 地中熱ポテンシャル計算プログラムと「GroundClub（グランドクラブ）」による 7年目の

出口温度（冷房・暖房期間）挙動を比較した。7 年目の出口温度の比較を図４－４３、図

４－４４に示し、地中熱ポテンシャル計算プログラムによる地盤への蓄採熱量検討結果を

表４－４に示す。出口温度は、冷房・暖房期間ともに地中熱ポテンシャル計算プログラム

がやや低い温度傾向となっているが変化の傾向は一致している。冷房と暖房のバランスか

らは地盤に蓄熱傾向が見られる。冷房、暖房の期間における冷房負荷より算出した地盤へ

の蓄・採熱量は一致しない。しかし、各年の蓄・採熱量の総量値（表中、蓄熱と記載）と

しては整合が取れている。このような整合性は、グランドクラブによる計算では見られな

かった。 

 

図４－４３ 出口温度の挙動（冷房期間）（4000-4700時間、ジュリアンアワー） 

 

図４－４４ 出口温度の挙動（暖房期間）（800-1200時間、ジュリアンアワー）  
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表４－４ 地中熱ポテンシャル計算プログラムによる地盤への蓄採熱量 

（出口・入口温度差を熱量換算） 

 

（空調負荷より熱量換算（付与条件）） 

 

 

  

冷房時 暖房時 蓄熱

１年目 26424.84 7496.60 18928.24
２年目 26420.22 7501.64 18918.58
３年目 26420.75 7501.62 18919.13
４年目 26422.19 7500.73 18921.46
５年目 26423.60 7499.74 18923.86
６年目 26425.13 7498.91 18926.23
７年目 26426.55 7498.07 18928.48

出入口温度差
地盤熱量[kWh]

国総研

冷房時 暖房時 蓄熱

２年目 28454.58 9795.55 18659.03

３年目 28500.78 9823.85 18676.93

４年目 28532.48 9842.05 18690.43

５年目 28560.68 9855.45 18705.23

６年目 28581.08 9871.85 18709.23

７年目 28598.88 9881.45 18717.43

付与条件

空調負荷±電力
地盤熱量[kWh]
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4.4  システムシミュレーションによるケーススタディ 

4.4.1  建築物・設備システム・地盤を連成したシミュレーションシステムの開発 

 「地中熱ポテンシャル計算プログラム」と建築物・設備システムのエネルギー消費量計

算プログラムを連成させたシステムシミュレーション（時刻別エネルギー計算プログラム）

を開発する。図４－４５にシステムシミュレーションの計算フローを示す。 

 

 
◆地中熱利用システムの計算手順 

1) 外皮・設備仕様を入力（省エネ基準プログラムの入力ファイルを利用） 

・上記ファイルを csvデータにした後、xlmファイル化 

2) 空調設備計算（手順①）［1回目］ 

・時刻別エネルギー計算プログラムを実行 

・CSVデータ、データベースより newHASP 入力ファイルを自動作成、熱負荷計算を実行 

・熱負荷計算結果より空調設備エネルギー計算が行われ、熱源負荷（冷暖房負荷）、放熱/

採熱負荷を算出し、熱源水熱量データをファイル出力 

3) 地盤の蓄採熱量計算（手順②） 

・地盤、熱交換井の仕様（初期温度、井本数、熱源水流量、格子データ等）と熱源水熱量

出力ファイル名を入力し、地中熱ポテンシャル計算プログラムを実行 

・気象条件、熱源水熱量データから地盤温度、熱源水温度を算出しファイルを出力 

4) 空調設備計算（手順③）［2回目］ 

・時刻別エネルギー計算プログラムを再度実行 

・熱源水温度（熱源機入口）より空調設備エネルギーの再計算が行われ、時刻別エネルギ

ー消費量をファイル出力 

 

図４－４５ システムシミュレーションの計算フロー 

空調設備のエネルギー計算
(1) 熱源負荷・放熱/採熱負荷を算出

(2) 空調エネルギー量を算出

熱負荷計算
改良版newHASP

換気・照明・給湯・
昇降機・効率化設備

エネルギー計算

時刻別のエネルギー消費量

共通データベース
・ 気象データ
・ 標準室仕様条件
・ 熱源機器特性
・ etc

地盤の蓄採熱量計算
熱源水・地盤温度算出

地盤・熱交換井
モデリング
・円筒/直交座標

気象条件
・ 温湿度
・ 日射

地盤温度

地盤への
熱量

熱源水
温度

地中熱
ポテンシャル

計算プログラム

外皮及び設備の仕様
・建物外皮仕様、 ・空調システム仕様
・換気システム仕様、・照明システム仕様
・給湯システム仕様、・昇降機仕様

地盤及び熱交換井の仕様
・ 熱伝導率、初期温度
・ 本数、熱源水流量

入力 入力

省エネ基準のプログラム
の入力データと共通

出力 出力

時刻別エネルギー
計算プログラム

時刻別の熱負荷

時刻別のエネルギーが計算出来るように、
省エネ基準のプログラムを拡張 3年分計算
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4.4.2  計算ケース 

 システムシミュレーションを用いて地中熱ヒートポンプ空調方式と空冷ヒートポンプ空

調方式の電力消費量及び一次エネルギー消費量を比較検証する。比較検証は、気候条件が

大きくことなる代表として４地区と、建物使用形態の異なる４建物用途とする。 

 

(1) 試算地域 

 試算地域は、「平成 25年省エネルギー基準（以下、省エネルギー基準）」で判断基準とし

ている表４－５に示す４地区とする。熱負荷計算及び一次エネルギー計算に用いる気象デ

ータは、拡張アメダス気象データ（（一社）日本建築学会）4)における標準年データ（1981

～1995年）とする。 

表４－５ 試算地域 

地  域 試算地域 年間平均気温 

① 寒冷地 （2地域） 代表地域：北海道岩見沢 7.5℃ 

② 準寒冷地 （3地域） 代表地域：岩手県盛岡 10.2℃ 

③ 温暖地 （6地域） 代表地域：岡山県岡山 15.7℃ 

④ 蒸暑地 （8地域） 代表地域：沖縄県那覇 22.7℃ 

 

(2) 試算建物の概要 

 試算建物は「省エネルギー基準」の基準値算定用モデル建物とした。なお、共同住宅（共

用部）は独自のモデルを想定する。建物の外皮仕様（外壁・窓仕様）は、「省エネルギー基

準」の地域区分の基準設定仕様とした。 

表４－６ 試算建物の用途と規模 

建物用途 建物規模 

事務所 テナントオフィスビル 

延床面積：約 10,000 m2、RC造、地上 7階、地下 0階 

※平日の昼間のみ使用される熱負荷傾向 

商業施設（物販店舗） 大規模物販店舗用途 

延床面積：10,000 m2、S造、地上 3階、地下 1階 

※土日の休日使用があり売場は内部発熱が大きい熱負荷傾向 

共同住宅（共用部） タワー型共同住宅（共用部） 

延床面積：10,000 m2、SRC造、地上 14階、地下 1階 

※管理事務室、集会場等は昼間のみ使用、ホールは終日使用

となる熱負荷傾向 

※検討は B1～1階部分の共用部のみ地中熱利用の対象とし、2

～14階部分は空冷ヒートポンプの対象とする。 

福祉施設（病院） 総合病院 

延床面積：5,000 m2、RC造、地上 3階、地下 1階 

※病室等は終日使用となり昼間と夜間負荷が発生する熱負荷

傾向 

 試算建物の平面図・断面形状は付録に示す。  
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(3) 空調方式 

 試算建物の空調設備の仕様は「省エネルギー基準」の基準設定仕様に準拠するものとし、

空調熱源方式は事務所、物販店舗、福祉施設（病院）は中央空調方式、共同住宅（共用部）

はパッケージ形エアコン方式とした。 

 

表４－７ 試算建物の主要空調方式 

事務所 熱源方式：中央空調方式 

（事務室、更衣室、休憩室、ロビー、EV ホール） 

 ・空調機方式（定風量方式） 

 ・外気カット制御、全熱交換機制御（定格全熱交換効率 60％） 

商業施設（物販店

舗） 

熱源方式：中央空調方式 

（売場、荷さばき場、事務室） 

 ・ファンコイルユニット＋外調機方式 

（更衣室等） 

 ・空調機方式（定風量方式 

 ・外気カット制御、全熱交換機制御（定格全熱交換効率 60％） 

共同住宅（共用部） 熱源方式：パッケージ形エアコン方式 

（管理人室、集会室、ロビー等） 

 ・EHP屋内機＋空調換気扇方式 

 ・全熱交換機制御（定格全熱交換効率 60％） 

※試算では B1～1 階部分の共用部のみ地中熱利用の対象とし 

 2～14階部分は空冷ヒートポンプの対象とする。 

福祉施設（病院） 熱源方式：中央空調方式 

（病室、診察室等） 

 ・ファンコイルユニット＋外調機方式 

（事務室、更衣室等） 

 ・空調機方式（定風量方式） 

 ・外気カット制御、全熱交換機制御（定格全熱交換効率 60％） 

（共通仕様） 

・二次側冷温水ポンプは、“2台設置”とし“台数制御＋VWV制御（変流量時最小流量比 60％）”、

“冷温水往還温度差 7K”とする。 

・空調二次側は、空冷ヒートポンプ空調方式と地中熱ヒートポンプ空調方式の差違はない

ものとする。 

 

(4) 空調熱源の方式 

 比較は地中熱ヒートポンプ空調方式（地中熱利用システム）と空冷ヒートポンプ空調方

式（標準システム）とし、建物の空調熱源方式は表４－８の通りとする。なお、標準シス

テムは、「省エネルギー基準」の基準設定として計算する。 
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表４－８ 空調熱源の方式 

空調方式 
空冷ヒートポンプチラー方式 

（標準システム） 

地中熱ヒートポンプ空調方式 

（地中熱利用システム） 

中央空調方式 

(事務所,商業

施設,福祉施

設) 

・空気熱を利用し二次側に冷温水を

供給 

・地中採熱・放熱運転により二次側

に冷温水を供給 

パッケージ形 

エアコン方式 

(共同住宅) 

・空気熱を利用し屋内機側に冷却・

加熱冷媒（液・ガス）を供給 

・地中採熱・放熱運転により屋内機

側に冷却・加熱冷媒（液・ガス）

を供給 

地中採熱方式 －－－ 

・地中熱交換井戸方式（垂直形ボア

ホール方式） 

・クローズドループ方式 

・ダブル Uチューブ方式 

 （埋設深さ 100m/本） 

（共通仕様） 

・中央空調方式の熱源機器は、“2台設置”とし“台数制御”運転とする。 

・中央空調方式の地中熱利用システムは、地中採熱利用が困難になる場合や現実性を考慮

し全ての熱負荷を地中熱利用方式とせず、時間最大負荷の 50％は空冷ヒートポンプチラ

ー方式とする複合システムの構成とする。 

 

図４－４６ 試算の地中熱利用システムの概要構成 

(5) 空調条件 

 年間の冷暖房運転モードと各室用途の空調条件は「省エネルギー基準」の標準室仕様に

準拠する。 

  （室内温湿度設定条件） 

冷房： 26℃、50％  暖房： 22℃、40％  中間期：24℃、50％  

空冷ヒートポンプ

地中熱ヒートポンプ

冷暖房に利用

地中熱交換配管方式

・クローズドループ方式

地中熱交換井戸方式

・垂直形－ボアホール方式（ダブルＵチューブ）
　　　　　

冷温水 or
代替フロン地中採熱ポンプ
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(6) 各建物の時間最大負荷 

 試算建物の時間最大負荷は、「省エネルギー基準」の基準設定仕様に準拠する外壁・窓な

らびに室仕様から、国土交通省大臣官房官庁営繕部設備・環境課監修の「建築設備設計基

準 平成 21 年版」（以下、建築設備設計基準）の計算方法に倣い算定した。各試算建物の

時間最大負荷を表４－９に示し、建物の外皮断熱仕様を表４－１０に示す。 

表４－９ 試算建物の時間最大負荷 

 

 

表４－１０ 試算建物の断熱仕様 

  

建物用途 地域 冷房 暖房 備考
[kW] [kW]

事務所 寒冷地 (2地域) 510 437

準寒冷地 (3地域) 553 450

温暖地 (6地域) 614 366

蒸暑地 (8地域) 634 196

商業施設 寒冷地 (2地域) 1,322 1,124

(物販店舗) 準寒冷地 (3地域) 1,455 1,094

温暖地 (6地域) 1,614 848

蒸暑地 (8地域) 1,701 372

共同住宅 寒冷地 (2地域) 30.4 40.7 1F部分のみ

(共用部) 準寒冷地 (3地域) 34.2 39.8

温暖地 (6地域) 41.3 33.3

蒸暑地 (8地域) 40.3 14.5

福祉施設 寒冷地 (2地域) 313 464

(病院) 準寒冷地 (3地域) 361 457

温暖地 (6地域) 427 361

蒸暑地 (8地域) 468 171

時間最大負荷

窓仕様

建物種別 地域

外壁 屋根

事務所 寒冷地 50mm 100mm 複層（空気層6mm）透明+透明 8mm

準寒冷地 25mm 50mm 複層（空気層6mm）透明+透明 8mm

温暖地 25mm 50mm 単層 透明 8mm

蒸暑地 - 25mm 単層 透明 8mm

商業施設 寒冷地 30mm* 100mm 複層（空気層6mm）透明+透明 8mm

(物販店舗) 準寒冷地 15mm* 50mm 複層（空気層6mm）透明+透明 8mm

温暖地 15mm* 50mm 単層 透明 8mm

蒸暑地 - 25mm 単層 透明 8mm

共同住宅 寒冷地 90mm 130mm 複層(空気層6mm)Low-E(高日射遮蔽型)+透明 10mm

(共用部) 準寒冷地 70mm 100mm 複層(空気層6mm)熱反シルバー+透明 6mm

温暖地 40mm 95mm 単層 透明 3mm

蒸暑地 15mm 95mm 単層 高性能熱線反射(可視光透過率40%) 6mm

福祉施設 寒冷地 50mm 100mm 複層（空気層6mm）透明+透明 8mm

(病院) 準寒冷地 25mm 50mm 複層（空気層6mm）透明+透明 8mm

温暖地 25mm 50mm 単層 透明 8mm

蒸暑地 - 25mm 単層 透明 8mm

断熱材は押出法ポリスチレンフォーム保温板1種
*印は吹付け硬質ウレタンフォームA種1

外皮仕様

断熱材厚さ[mm]
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(7) 試算ケース 

 建物用途と地域ごとに、空冷ヒートポンプ空調方式（標準システム）と地中熱ヒートポ

ンプ空調方式（地中熱利用システム）を試算する。 

 試算ケースを表４－１２に示す。地中熱利用システムでは、地中熱ヒートポンプチラー

を優先的に運転する。なお、事務所（温暖地）では、熱源機の優先運転方法を変えたケー

スを試算する。地中熱ヒートポンプチラーによる地中採熱のパターンを表４－１１に示す。 

 加えて、地中熱交換井の単位熱交換能力を 30W/m とした時の効果を、福祉施設（病院）

（蒸暑地）で効果を試算する。 

 

①地中熱ヒートポンプチラー優先運転 

地中熱ヒートポンプチラーをベース運転とし、負荷が増加した場合に空冷ヒートポン

プチラーが運転する方式。地中採熱を最大限に利用できるが地盤の状況に影響を受け

やすい。 

②空冷ヒートポンプチラー優先運転 

空冷ヒートポンプチラーをベース運転とし、負荷が増加した場合に地中熱ヒートポン

プチラーが運転する方式で地中温度の利用効果の高い外気条件時に地中熱ヒートポン

プチラーを運転する。地中採熱は消極利用とはなるものの、建物負荷の少ない時期に

地中温度は回復し地中熱利用効果を高めることが可能。 

 

表４－１１ 地中採熱パターン 

 負荷パターン  

 昼間のみ空調（間欠空調運転） 終日空調 

地中熱ヒートポンプチラーの 

運転形態 

昼間：地中採熱運転 

夜間：地中温度回復状態 

昼間・夜間：地中採熱運転 

ただし夜間負荷は小さい 

対象建物 事務所 

商業施設（物販店舗） 

福祉施設（病院） 

共同住宅（共用部） 
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表４－１２ 試算ケース 

 
表中表記：地中熱ヒートポンプチラー（地中熱 HPチラー） 

     空冷ヒートポンプチラー（空冷 HP チラー） 

     地中熱ヒートポンプパッケージ（地中熱 HP パッケージ） 

     空冷ヒートポンプパッケージ（空冷 HPパッケージ） 

  

建物用途 地域 ケースNO. システム名 優先運転熱源機

事務所 寒冷地 O-C-1 標準システム 空冷HPチラー

O-C-2 地中熱利用システム 地中熱HPチラー

準寒冷地 O-L-1 標準システム 空冷HPチラー

O-L-2 地中熱利用システム 地中熱HPチラー

温暖地 O-M-1 標準システム 空冷HPチラー

O-M-2 地中熱利用システム 地中熱HPチラー

O-M-3 地中熱利用システム 空冷HPチラー

蒸暑地 O-H-1 標準システム 空冷HPチラー

O-H-2 地中熱利用システム 地中熱HPチラー

商業施設 寒冷地 S-C-1 標準システム 空冷HPチラー

（物販店舗） S-C-2 地中熱利用システム 地中熱HPチラー

準寒冷地 S-L-1 標準システム 空冷HPチラー

S-L-2 地中熱利用システム 地中熱HPチラー

温暖地 S-M-1 標準システム 空冷HPチラー

S-M-2 地中熱利用システム 地中熱HPチラー

蒸暑地 S-H-1 標準システム 空冷HPチラー

S-H-2 地中熱利用システム 地中熱HPチラー

住宅（共用部） 寒冷地 H-C-1 標準システム 空冷HPパッケージ

H-C-2 地中熱利用システム
地中熱HPパッケージ（1F）、空冷
HPパッケージ（2F以上）

準寒冷地 H-L-1 標準システム 空冷HPパッケージ

H-L-2 地中熱利用システム
地中熱HPパッケージ（1F）、空冷
HPパッケージ（2F以上）

温暖地 H-M-1 標準システム 空冷HPパッケージ

H-M-2 地中熱利用システム
地中熱HPパッケージ（1F）、空冷
HPパッケージ（2F以上）

蒸暑地 H-H-1 標準システム 空冷HPパッケージ

H-H-2 地中熱利用システム
地中熱HPパッケージ（1F）、空冷
HPパッケージ（2F以上）

福祉施設（病院） 寒冷地 B-C-1 標準システム 空冷HPチラー

B-C-2 地中熱利用システム 地中熱HPチラー

準寒冷地 B-L-1 標準システム 空冷HPチラー

B-L-2 地中熱利用システム 地中熱HPチラー

温暖地 B-M-1 標準システム 空冷HPチラー

B-M-2 地中熱利用システム 地中熱HPチラー

蒸暑地 B-H-1 標準システム 空冷HPチラー

B-H-2 地中熱利用システム 地中熱HPチラー

B-H-3 地中熱利用システム
地中熱HPチラー　※熱交換井本
数2倍（30W/mで設計）



 

4-53 

(8) 試算建物の熱源機器仕様 

 各試算ケースの熱源機器の容量は、時間最大負荷に対し建築設備設計基準の補正係数を

加えて選定した。試算ケースの熱源機器の諸元を表４－１３～表４－１４に示す。 

 

（機器選定の共通条件） 

・中央空調方式の熱源機器の能力は製品のラインナップによる能力特性の差違等が大きく

生じないように建物最大負荷に対し 90kW の整数倍能力とする仮想熱源機器とする。 

・熱源機器の性能特性は、空冷ヒートポンプチラーは「省エネルギー基準」の基準設定仕

様と同等とし、地中熱ヒートポンプチラー・パッケージは、メーカー性能値とし図４－

４７に示す。 

 

（熱源機器の仕様条件） 

 ①中央空調方式 （事務所、商業施設（物販店舗）、福祉施設（病院）） 

（空冷ヒートポンプチラー） 

冷房 ：外気 35℃DB,冷水 7-12℃、暖房：外気 7℃DB,温水 45-40℃ 

COP  ：冷房 3.24、暖房 3.41（基準設定仕様値） 

（地中熱ヒートポンプチラー） 

冷房 ：熱源水 32-37℃,冷水 7-12℃、暖房：熱源水 25-20℃,温水 45-40℃ 

COP  ：冷房 4.86、暖房 6.92（メーカー仕様値） 

 

 ②パッケージ形エアコン方式 （共同住宅（共用部）） 

（空冷ヒートポンプパッケージ） 

冷房 ：外気 35℃DB,吸込 27℃DB/19℃WB、暖房：外気 7℃DB,吸込 20℃DB 

COP  ：冷房 3.24、暖房 3.24（基準設定仕様値） 

（地中熱ヒートポンプパッケージ） 

冷房 ：熱源水 32-37℃,吸込 27℃DB/19℃WB、暖房：熱源水 25-20℃,吸込 20℃DB 

COP  ：冷房 3.84、暖房 4.32（メーカー仕様値） 
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最大能力比特性（冷房） 

 

最大能力比特性（暖房） 

 

最大入力比特性（冷房） 

 

最大入力比特性（暖房） 

 

部分負荷特性（冷房） 

 

部分負荷特性（暖房） 

 

 

図４－４７ 熱源機器の性能特性（地中熱ヒートポンプチラー・パッケージ） 
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(9) 地中熱交換井の仕様 

 建物の地中熱交換井の設置本数は、概ね建物の建築面積相当に埋設可能な本数とする（埋

設間隔 5m、埋設深さ 100m/本）。また、単位長さ当たりの熱交換量は 60 W/m（官庁施設に

おける地中熱利用システム導入ガイドライン（案）による標準値）として選定する。地中

熱交換井の地盤モデルを図４－４８に示し、地中内計算の諸条件及び熱交換井の諸条件を

表４－１５～表４－１６に示す。 

 なお、地中熱交換井の設計方法の違いが地中熱利用システムの効率に影響を及ぼすと考

えられることから、病院（蒸暑地）では、熱交換量は 30W/mとして本数を 2倍とした場合

も試算する。 

 

 

 

地盤モデル：熱交換井深さ 100mに対して周囲地盤を半径 5m×深さ 150mをモデリング 

（円筒座標系 X方向 8分割×Z方向 85分割） 

熱のみ計算（熱水分同時移動計算は行わない） 

深さ方向の地温勾配は考慮しない 

 

図４－４８ 地盤モデルと計算条件 

  

円筒座標系の計算格子
Ｘ方向8分割（r=0～5.0m）
Ｚ方向85分割（z=-150～0m）

r=5.0m

z=150m

地中熱交換井
（深さ100m）

時間刻み：1時間（3600秒）
地盤 ：円筒軸対象2次元熱伝導（8×85）
熱交換井：1次元移流・熱伝達（85分割）
地表面 ：各地域の標準気象データを与えて計算

（24時間/日×365日）
計算時間：3年間
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表４－１５ 地中内計算の諸条件 

項 目 設 定 内 容 

初期温度 各地域の年間平均気温 

寒冷地  ：7.5℃ 

準寒冷地 ：10.2℃ 

温暖地  ：15.7℃ 

蒸暑地  ：22.7℃ 

側面境界 断熱、断水 

大気状態 拡張アメダス気象データ（日本建築学会）に 

おける標準年データ（1981～1995年） 

地盤の熱伝導率 2W/(m･K)  

 

表４－１６ 熱交換井の諸条件 

項 目 設 定 内 容 

タイプ ダブルＵチューブ 

内径 27 mm 

厚さ 3.5 mm 

管壁の密度 955 kg/m3 

管壁の比熱 1,890 J/(kg･K) 

管壁の熱伝導係数 0.495 W/(m･K) 

挿入長 100m 

循環液仕様 ナイブライン：33wt％ 

（エチレングリコール 25wt％相当） 

循環液の密度 1,037 kg/m3 

循環液の比熱 3,798 J/(kg･K) 

循環液の熱伝導係数 0.495 W/(m･K) 

循環液の粘性係数 2.3e-3 Pa･s 

循環時流量 熱交換量 60W/mの場合：19 L/min 

熱交換量 30W/mの場合：9.5 L/min 

循環時熱源水熱量 熱負荷計算結果より熱量で与える 

計算間隔 1 時間（3600秒） 

計算時間 3 年間 

分割数 85 分割 



 

4-59 

(10) その他設備の仕様 

 その他建物設備仕様は同一とし、省エネルギー基準の基準設定仕様に準じたものとして

試算した。表４－１７にその他建築設備仕様を示す。 

 なお、建物の電力量は、省エネルギー基準の判定に用いている「空調」、「換気」、「照明」、

「昇降機」の合計とし、一次エネルギー消費量は、「空調」、「換気」、「照明」、「昇降機」、

「給湯」の合計として比較する。なお、給湯は燃焼（都市ガス）方式によるものとし電力

量の集計には含まない。 

 

表４－１７ その他建築設備仕様 

設備 設備仕様 

照明設備 「省エネルギー基準」での基準設定仕様 

 主として、Hf照明器具 

換気設備 「省エネルギー基準」での基準設定仕様 

 各室換気量、ダクト全静圧は設定仕様に準拠 

昇降機設備 「省エネルギー基準」での基準設定仕様 

 VVVF制御方式、回生電力なし 

給湯設備 「省エネルギー基準」での基準設定仕様 

 給湯器はガス給湯器 
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4.4.3  考察 

 計算結果を表４－１８～表４－１９及び図４－４９～図４－５２に示す。また、電力ピ

ーク削減効果及び省エネルギー効果を建物用途別に整理したものを図４－５３～図４－５

４に示す。さらに、代表的なシステムの計算結果の詳細を図４－５５～図４－６９に示す。

得られた知見を次に示す。 

① 事務所、商業施設（物販店舗）、福祉施設（病院）では、地中熱ヒートポンプチラー

を採用することにより空冷ヒートポンプチラーに比べて熱源効率が向上し、電力ピ

ーク削減効果及び省エネルギー効果の両方が得られた。地中熱ヒートポンプチラー

による電力ピーク削減効果及び省エネルギー効果は蒸暑地では 5%程度、温暖地～寒

冷地では 10～20%程度であった。なお、熱源設備のエネルギー消費量が建物全体に

占める割合は、商業施設（物販店舗）、福祉施設（病院）、事務所の順に大きいため、

電力ピーク削減効果及び省エネルギー効果も商業施設（物販店舗）、病院、事務所の

順に高くなった。 

② 一方、共同住宅（共用部）では、他の建物用途とは異なり、電力ピーク削減効果及

び省エネルギー効果は殆ど得られなかった。共同住宅（共用部）には地中熱ヒート

ポンプパッケージが導入されると想定したが、他の建物用途で想定した地中熱ヒー

トポンプチラーと比べると現在市販されている地中熱ヒートポンプパッケージの効

率が低いことが原因である。地中熱ヒートポンプパッケージの単体効率は空冷ヒー

トポンプパッケージよりは高いものの、地盤との熱交換のために必要なポンプを含

めたシステム効率で比較すると空冷ヒートポンプパッケージとほぼ同じとなる。今

後、より高効率な地中熱ヒートポンプパッケージが開発されれば、電力ピーク削減

効果及び省エネルギー効果が得られるであろう。 

③ 地域別の電力ピーク削減効果は、寒冷地・準寒冷地、温暖地、蒸暑地の順に高くな

った。これは、寒冷地・準寒冷地においては、夏期だけではなく冬期の電力ピーク

削減効果も高く、これが年間の削減効果に大きく寄与しているからである。逆に、

蒸暑地では冬期の暖房負荷が極めて小さいため、他の地域と比較すると電力ピーク

削減効果は小さい。 

④ 空冷ヒートポンプチラーと地中熱ヒートポンプチラーが併設される場合において、

地中熱ヒートポンプチラーを優先して運転するケース（ケース NO.：O-M-2）と空冷

ヒートポンプチラーを優先して運転するケース（ケース NO.：O-M-3）とを比較する

と、地中熱ヒートポンプチラーを優先して運転する方が電力ピーク削減効果及び省

エネルギー効果は 2～3倍高くなった。（図４－５７、図４－６３～図４－６５） 

⑤ 冷房負荷と暖房負荷が同程度であるケース（寒冷地・準寒冷地の事務所・物販店舗）

では、3 年間運転を続けたとしても地盤温度の上昇は見られなかった。一方、暖房
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負荷がない蒸暑地においては、地盤温度は年々上昇し、特に 24時間空調運転される

病院では大きく上昇する結果となった。（図４－５９～図４－６２、図４－６８） 

⑥ 蒸暑地での病院において、熱交換井の本数を 74本（60W/m 相当）とした場合は電力

ピーク削減効果及び省エネルギー効果は得られないが 144 本（30W/m 相当）とする

と効果が期待できることが判った。電力ピーク削減効果及び省エネルギー効果は熱

交換井をどのように設計するかによっても大きく変化する。（図４－６９） 
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図４－５０ 年間昼間電力量と年間一次エネルギー消費量（商業施設（物販店舗）） 
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図４－５１ 年間昼間電力量と年間一次エネルギー消費量（共同住宅（共用部）） 
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図４－５２ 年間昼間電力量と年間一次エネルギー消費量（福祉施設（病院）） 
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（事務所） 

 

（商業施設（物販店舗）） 

図４－５３ 電力ピーク削減及び省エネルギー効果（１） 
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（福祉施設（病院）） 

図４－５４ 電力ピーク削減及び省エネルギー効果（２） 
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図４－５５ 事務所（寒冷地）の運転状態 
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図４－５６ 事務所（準寒冷地）の運転状態 
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図４－５７ 事務所（温暖地）の運転状態 
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図４－５８ 事務所（蒸暑地）の運転状態 
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図４－５９ 事務所（寒冷地）地中温度の状態（3年間） 

 

 

図４－６０ 事務所（準寒冷地）地中温度の状態（3年間） 
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図４－６１ 事務所（温暖地）地中温度の状態（3年間） 

 

 

図４－６２ 事務所（蒸暑地）地中温度の状態（3年間） 
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図４－６３ 事務所（温暖地）の運転状態（空冷ヒートポンプチラー優先運転） 
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図４－６４ 事務所（温暖地）地中温度の状態（3年間）（空冷ﾋｰﾄﾎﾟﾝﾌﾟﾁﾗｰ優先運転） 

 

 
（地中熱ヒートポンプチラー優先運転） 

 
（空冷ヒートポンプチラー優先運転） 

図４－６５ 事務所（温暖地）の運転状態（熱源運転時間） 
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（月別冷暖房負荷（熱源負荷）） 

 

 
（月別電力量（空調）） 

 

 
（地中熱利用システム月別・COP） 

 

 
（標準システム月別・COP） 

 

 
（時刻別電力量（夏期代表日）） 

 

 
（時刻別電力量（冬期代表日）） 

 

図４－６６ 福祉施設（病院）（蒸暑地）の運転状態 

（地中熱交換井の単位熱交換量 60W/mの場合） 
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（月別冷暖房負荷（熱源負荷）） 

 

 
（月別電力量（空調）） 

 

 
（地中熱利用システム月別・COP） 

 

 
（標準システム月別・COP） 

 

 
（時刻別電力量（夏期代表日）） 

 

 
（時刻別電力量（冬期代表日）） 

 

図４－６７ 福祉施設（病院）（蒸暑地）の運転状態 

（地中熱交換井の単位熱交換量 30W/mの場合） 
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図４－６８ 福祉施設（病院）（蒸暑地）の地中温度の状態（3年間） 

（地中熱交換井の単位熱交換量 60W/mの場合） 

 

図４－６９ 福祉施設（病院）（蒸暑地）の地中温度の状態（3年間） 

（地中熱交換井の単位熱交換量 30W/mの場合） 
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4.5  省エネルギー基準等への反映のための検討 

4.5.1  地盤モデルの簡易化 

地中熱ポテンシャル計算プログラムにおける試算結果より、地盤からの熱源水戻り温度

の推定を行う。外気温の変動と熱源水戻り温度の変動は似ている。そこで、暖房運転時の

地中熱交換器からの日平均還水温 θw,H,d [℃]、および冷房時の地中熱交換器からの日平均

還水温 θw,C,d [℃]を式(4.46)、(4.47)で求める。 

    )( ,,,,,,, Hwa v eoaaveHoadoaHdHw k       (4.46) 

    )( ,,,,,,, Cwa v eoaaveCoadoaCdCw k       (4.47) 

 ここで、θoa,d は日平均外気温[℃]である。また、θoa,H,ave、θoa,C,ave、θoa,ave は暖房期、冷

房期、年間の平均外気温[℃]であり、地域毎に定まる値とする(表４－２０)。 

 

図４－７０ 地盤からの熱源水戻り温度の推定方法 

表４－２０ 年間、暖房期、冷房期平均外気温 

 

また、θ’w,H、θ’w,C は暖房期および冷房期の期間平均還水温と年間平均外気温の差であり、

係数kH,、kCとともに、地中熱交換器のタイプ(タイプ1～5)、暖房期と冷房期の日積算空調

負荷の期間最大値からなる比RQから求まる係数である(式(4.48)～(4.51))。 

  HQHHw bRa 
,        (4.48) 

  CQCCw bRa 
,        (4.49) 

  HQHH dRck         (4.50) 

  CQCC dRck         (4.51) 

 ここで、式(4.48)～(4.51)のaH、bH、cH、dH、aC、bC、cC、dC は地中熱交換器のタイプ(タ
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年間平均外気温θ oa,ave [℃] 5.8 7.5 10.2 11.6 13.3 15.7 17.4 22.7

暖房期平均外気温θ oa,H,ave [℃] -3.0 -0.8 0.0 1.1 3.6 6.0 9.3 17.5

冷房期平均外気温θ oa,C,ave [℃] 16.8 17.0 18.9 19.6 20.5 22.4 22.1 24.6
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イプ1～5)に応じて定まる定数であり、表４－２１の値を用いる。 

RQは暖房期の日積算空調負荷の期間最大値 MAX

dihahuACQ ,,,, と、冷房期の日積算空調負荷の期

間最大値 MAX

dicahuACQ ,,,, からなる比であり、式(4.52)で求める。 

 

  
M A X

diha h uAC

MAX

dicahuAC

MAX

dihahuAC

MAX

dicahuAC

MAX

dihahuAC
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dicahuAC
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dicahuAC

Q
QQ

QQ

QQ

QQ
R

,,,,,,,,

,,,,,,,,

,,,,,,,,

,,,,,,,,









    (4.52) 

表４－２１ 係数aH、bH、cH、dH、aC、bC、cC、dC 

  

 

4.5.2  簡易地盤モデルを利用したケーススタディ 

 図４－７１に示す事務所ビル（鉄筋コンクリート造、地上 3 階、延べ面積 300m2）を対

象に、試算を行った。外皮仕様は平成 25 年基準の基準設定仕様とし、階高は 3.5m、天井

高は 2.5m、窓面積は 30%とした。 

   

図４－７１ 試算対象事務所ビル（左：平面図、右：立面図） 
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 表４－２２に示すケース 1〜6までを想定して試算を行った。地域は省エネルギー基準に

おける寒冷地（2 地域）、温暖地（6地域）、蒸暑地（8地域）について試算をした。実際に

は地域によって室外機、室内機の容量は変えるべきであるが、今回は簡単のため全ての地

域で同じ容量の室外機、室内機が設置されるとして計算を行った。 

表４－２２ 試算ケース一覧 

 

 

結果を図４－７２に示す。図の縦軸は BEI/AC（算出された一次エネルギー消費量を省エ

ネ基準の基準一次エネルギー消費量で除した値）である。図より、寒冷地、温暖地におい

ては、地中熱ヒートポンプの BEI/ACは空冷ヒートポンプよりも 1割ほど小さくなる（省エ

ネであると評価される）ことが分かる。蒸暑地においては、熱交換チューブを長くすれば、

空冷ヒートポンプと同等の性能が得られることが分かる。なお、この評価結果は単なる一

例であり、建物の負荷の想定や地盤の熱伝導率、他の省エネ技術との組み合わせによって

結果は変わるため、それぞれの建物の条件に応じて評価をすることが重要である。 

 

図４－７２ 簡易地盤モデルによる試算結果（BEI/AC） 
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4.6  まとめ 

 本章では、地中熱利用システムの 1つとして地中熱ヒートポンプに着目し、そのエネル

ギー消費特性の実態を「観測」、「解析」、「評価」の 3つのアプローチから明らかにした。 

 まず、「観測」として、一対の試験室に地中熱ヒートポンプと空冷ヒートポンプをそれぞ

れ設置し、エネルギー消費特性の比較を行った。得られた知見を次に示す。 

① 夏期（外気温度が高い条件）においては、空冷ヒートポンプよりも地中熱ヒートポ

ンプの方が効率（COP＝生成熱量／消費電力）は良い結果となった。特に、外気温度

が高く処理熱量（負荷率）が小さい場合に差が大きくなった。一方、中間期（外気

温度が低い条件）においては、地中熱ヒートポンプよりも空冷ヒートポンプの方が

効率は良い場合も見られた。 

② 冬期においては、外気温度、負荷率によらず、空冷ヒートポンプよりも地中熱ヒー

トポンプの方が効率は良い結果となった。特に、外気温度が低く処理熱量が小さい

場合に差が大きくなった。 

③ 今回の実験条件においては、夏期ピーク電力の削減効果は約 16％、冬期ピーク電力

の削減効果は約 27％と推定された。 

 

 次に、「解析」として、地中の温度・水分の三次元分布、地中熱ヒートポンプによる蓄採

熱量を計算する「地中熱ポテンシャル計算プログラム」を開発し、地中熱の蓄採熱量に関

する数値解析を行った。観測データを入力して推定精度を検証した結果、開発したプログ

ラムは RMS（二乗平均平方根）値 1.5℃の精度で地盤からの還水温度を推定できることが判

った。 

 

 最後に「評価」として、上述の地中熱ポテンシャル計算プログラムと省エネルギー基準

で採用されている建築設備システムのエネルギー消費量算出プログラムを結合したシミュ

レーションシステムを新たに開発し、地中熱ヒートポンプの導入効果を定量的に示した。

得られた知見を以下に示す。 

① 中央熱源方式で地中熱ヒートポンプチラーを採用することにより、空冷ヒートポン

プチラーに比べてピーク時の電力消費量及び年間のエネルギー消費量は蒸暑地で

は 5%程度、温暖地～寒冷地では 10～20%程度削減されることが判った。 

② 地域別の電力ピーク削減効果は、寒冷地・準寒冷地、温暖地、蒸暑地の順に高くな

ることが判った。これは、寒冷地・準寒冷地においては夏期だけではなく冬期の電

力ピーク削減効果も高く、これが年間の削減効果に大きく寄与しているからである。 

③ 導入効果は地域や建物用途によって異なるだけではなく、どのようなシステムを設

計するか（地中熱利用システムで賄う空調負荷の割合、冷房負荷と暖房負荷のバラ
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ンス、他熱源と組み合わせる場合に運転の優先順位、熱交換井の利用可能深さや想

定熱交換量等）によっても異なることが判った。より大きな電力ピーク削減効果及

び省エネルギー効果を得るためには、年間の空調負荷の傾向をしっかり抑え、熱交

換井の仕様を充分に検討することが重要である。 

 

 また、本研究で得られた詳細な解析モデルを省エネルギー基準の評価法に適用するため

の方法の提案を行った。省エネルギー基準の評価方法においては、エネルギー消費量算出

ロジックの確からしさだけではなく、設計時に入手できる情報のみで評価をすること、プ

ログラムに入力するパラメータについて設計者が確たる根拠を示せること、教育ツールと

しての役割も持つため、判りやすく簡潔なロジックであることが求められる。これらの要

求に応えるべく、簡易な地盤熱応答モデルを開発し、いくつかのケーススタディを行った。 
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